地方分権改革に伴う農業基盤整備への責任ある配慮を求める意見書
佐渡市のかんがい用水は、平野部では中小河川に、中山間部では大小のため池や渓流、地下水に依存しているが、いずれによっても十分な水量を確保することが難しく、慢性的な農業用水不足に悩まされている。また、佐渡島最大の穀倉地帯である国仲平野は、排水本川である国府川の水位上昇が早いこともあり、常襲的な湛水地帯となっている。

この問題を解決するため、平成３年より国営佐渡農業水利事業が着手され、国の直轄事業として基幹的施設の整備が進められているが、国営事業で造成される施設は国有財産であり、また、農業用水を安定的に確保していくうえで、これらの管理・整備は引き続き国の責任において、地方と連携しながら実施していくことが極めて重要である。

現在、地方分権改革推進委員会等において、国と地方の役割分担の見直し検討が進められ、地方農政局は大半の業務を地方に移管し廃止すべきとの議論が行われている。地方の市町村にとって、地域に密着した行政機関である地方農政局の役割は重要であり、その廃止により、地域の農業振興の基礎となる基幹水利施設の整備や管理に大きな支障が生じることを強く懸念するものである。

農業・農村が、安全で安心な食糧を安定的に供給する役割を今後も十全に果たせるよう、次の事項について特段の配慮がなされるよう強く要望する。

記
１　これまでの国の直轄事業として行われてきた各種の農業基盤整備が、引き続き国の責務として国が自ら着実に実施すべきであること。
２　農業農村整備事業の検討にあたっては、農村地域や農業者の実情と意見を反映した分権改革とすること。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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